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1．2019年3月期第2四半期(中間期)の業績（2018年4月1日～2018年9月30日)

(1)経営成績

(2)財政状態

(参考)　自己資本 2019年3月期中間期　1,541百万円 2018年3月期　1,539百万円

△0

1

△0

1

51,769

54,747 － 

2019年3月期中間期

2019年3月期第2四半期(中間期)決算の概況

2018年12月20日

（百万円未満切捨て）

経常利益 中間純利益

（％表示は、対前年中間期増減率）

％ 百万円 ％百万円

－ 

198.7△  － 

1株当たり中間純利益

2019年3月期中間期

2018年3月期中間期

0.69 

円 銭

2018年3月期中間期 △0.36

百万円

自己資本比率

％

0.3 

0.3 

純資産

百万円

1,536 

1,540 

2019年3月期中間期

2018年3月期

正味収入保険料

％

5.8 

△12.8 

総資産

百万円

514,612 

549,220 
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※ 注記事項

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更

② ①以外の会計方針の変更

③ 会計上の見積りの変更

④ 修正再表示

（２）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数(自己株式を含む)

② 期末自己株式数

③ 期中平均株式数(中間期)

※ 決算の概況は監査の対象外です

1,988,600株

11,400株

2,000,000株 2018年3月期

2018年3月期

2018年3月期中間期

2,000,000株2019年3月期中間期

：無

11,400株

1,988,600株2019年3月期中間期

：無

：無

：無

2019年3月期中間期
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1. 中間財務諸表

（1）中間貸借対照表

金額 構成比 金額 構成比

％ ％ ％

333,194 60.7 272,792      53.0 △60,401 △18.1 

90 0.0 48 0.0 △42 △46.7 

- - 4,999 1.0 4,999      - 

200,239 36.5 218,148      42.4 17,908     8.9 

125 0.0 107 0.0 △17 △14.2 

261 0.0 224 0.0 △36 △14.0 

15,309 2.8 18,290 3.6 2,981      19.5

549,220 100.0 514,612      100.0 △34,607 △6.3 

％ ％ ％

497,407 90.6 459,318      89.3 △38,089 △7.7 

1,773 0.3 35,683 6.9 33,910 1,912.2 

495,634 90.2 423,634 82.3 △71,999 △14.5 

37,499 6.8 38,248 7.4 748 2.0

11,360 2.1 14,456 2.8 3,095      27.2

109 0.0 148 0.0 39 35.8

11,251 2.0 14,307 2.8 3,056      27.2

154 0.0 147 0.0 △6 △4.3 

9 0.0 11 0.0 2 21.6 

21 0.0 23 0.0 1 6.9 

1 0.0 1 0.0 0 6.4 

1 0.0 1 0.0 0 6.4 

1,225 0.2 868 0.2 △356 △29.1 

0 0.0 - - △0 △100.0 

547,680 99.7 513,076 99.7 △34,604 △6.3 

％ ％ ％

1,000 0.2 1,000 0.2 - - 

545 0.1 546 0.1 1 0.3 

1 0.0 1 0.0 - - 

544 0.1 545 0.1 1 0.3 

特 別 積 立 金 17 0.0 17 0.0 - - 

価格変動特別積立金 39 0.0 39 0.0 - - 

繰 越 利 益 剰 余 金 487 0.1 488 0.1 1 0.3 

△5 △0.0 △5 △0.0 - - 

1,539 0.3 1,541 0.3 1 0.1 

0 0.0 △4 △0.0 △5 △903.7 

0 0.0 △4 △0.0 △5 △903.7 

1,540 0.3 1,536 0.3 △3 △0.3 

549,220      100.0 514,612 100.0 △34,607 △6.3 

（単位：百万円）

年度 2017年度 2018年度中間

比較増減 増減率（2018年3月31日現在） （2018年9月30日現在）

科目

（資産の部）

現 金 及 び 預 貯 金

コ ー ル ロ ー ン

買 入 金 銭 債 権

無 形 固 定 資 産

有 価 証 券

有 形 固 定 資 産

そ の 他 資 産

資 産 の 部 合 計

（負債の部）

保 険 契 約 準 備 金

支 払 備 金

責 任 準 備 金

受 託 金

そ の 他 負 債

未 払 法 人 税 等

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

賞 与 引 当 金

特 別 法 上 の 準 備 金

価 格 変 動 準 備 金

地 震 保 険 評 価 差 額 金

そ の 他 の 負 債

負債及び純資産の部合計

負 債 の 部 合 計

（純資産の部）

資 本 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 の 部 合 計
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（2）中間損益計算書

2017年4月 1日から 2018年4月 1日から

2017年9月30日まで 2018年9月30日まで

金額 金額

％

53,873  129,117   75,244  139.7 

53,155  126,841   73,686  138.6 

( う ち 正 味 収 入 保 険 料 ) 51,769 54,747 2,977     5.8 

( うち積立保険料等運用益 ) 53 95 42 78.9 

( う ち 支 払 備 金 戻 入 額 ) 1,332 - △1,332 △100.0

( う ち 責 任 準 備 金 戻 入 額 ) - 71,999 71,999    - 

717  2,275  1,558   217.1 

( うち利息及び配当金収入 ) 585 546 △39 △6.7

( う ち 有 価 証 券 売 却 益 ) 52 36 △15 △30.0

( う ち 為 替 差 益 ) 131 1,786 1,654     1,254.9 

(うち積立保険料等運用益振替) △53 △95 △42 - 

0 - △0 △100.0

53,873  129,116   75,242  139.7 

52,746  126,291   73,545  139.4 

( う ち 正 味 支 払 保 険 金 ) 5,562 64,911 59,349    1,067.0 

( う ち 損 害 調 査 費 ) 1,408 1,974 566 40.2 

( うち諸手数料及び集金費 ) 24,737 25,494 757 3.1 

( う ち 支 払 備 金 繰 入 額 ) - 33,910 33,910    - 

( う ち 責 任 準 備 金 繰 入 額 ) 21,037 - △21,037 △100.0

365  2,091  1,725 472.3

( う ち 有 価 証 券 売 却 損 ) 12 0 △11 △93.2

( う ち 金 融 派 生 商 品 費 用 ) 338 2,084 1,745     515.2 

718  725  7   1.0 

44   8  △36 △81.6

( う ち 支 払 利 息 ) 44 8 △36 △81.6

△0 1  2   - 

0 -  △0 △100.0

-  0 0 - 

△0 1  2   - 

0 0 -   - 

0 0 -   - 

△0 1  2   - 

法 人 税 及 び 住 民 税

法 人 税 等 合 計

中 間 純 利 益 又 は 中 間 純 損 失 ( △ )

特　　別　　利　　益

特　　別　　損　　失

税引前中間純利益又は税引前中間純損失 (△)

経 常 利 益 又 は 経 常 損 失 ( △ )

経　　常　　収　　益

保 険 引 受 収 益

資 産 運 用 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経　　常　　費　　用

保 険 引 受 費 用

資 産 運 用 費 用

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費

そ の 他 経 常 費 用

科目

（単位：百万円）

年度 2017年度中間 2018年度中間

比較増減 増減率
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（3）中間株主資本等変動計算書

① 2017年度中間

特別積
立金

価格変
動特別
積立金

繰越利
益剰余

金

1,000 1   17   39   488  546  △5 1,540 2    2    1,542 

中間純損失 △0 △0 △0 △0

株主資本以外の項目の
当中間期変動額(純額)

△0 △0 △0

△0 △0 △0 △0 △0 △0

1,000 1   17   39   487  545  △5 1,539 1    1    1,541 

② 2018年度中間

特別積
立金

価格変
動特別
積立金

繰越利
益剰余

金

1,000 1   17   39   487  545  △5 1,539 0 0 1,540 

中間純利益 1    1    1     1     

株主資本以外の項目の
当中間期変動額(純額)

△5 △5 △5 

1    1    1     △5 △5 △3 

1,000 1   17   39   488  546  △5 1,541 △4 △4 1,536 当中間期末残高

その他
有価証
券評価
差額金

評価・
換算差
額等合

計

利益
準備
金

その他利益剰余金
利益剰
余金合

計

当期首残高

利益剰余金

自己
株式

株主資
本合計

当中間期変動額

当中間期変動額合計

株主資本
評価・換算

差額等

株主資本
評価・換算

差額等

利益剰
余金合

計

当期首残高

当中間期変動額

当中間期変動額合計

当中間期末残高

株主資
本合計

（単位：百万円）

資本金

純資産
合計

資本金

（単位：百万円）

その他
有価証
券評価
差額金

評価・
換算差
額等合

計

利益
準備
金

その他利益剰余金
純資産
合計

利益剰余金

自己
株式
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３．補足情報 

（1）単体ソルベンシー・マージン比率

（単位：百万円） 

区分 
2017年度 

(2018年 3月 31 日現在) 

2018年度中間 

(2018年 9月 30 日現在) 

(Ａ） 単体ソルベンシー・マージン総額 306,691 228,205 

資本金又は基金等 1,539 1,541 

価格変動準備金 1 1 

危険準備金 － － 

異常危険準備金 303,954 225,845 

一般貸倒引当金 － － 

その他有価証券の評価差額金・繰延ヘ

ッジ損益（税効果控除前） 
1,195 817 

土地の含み損益 － － 

払戻積立金超過額 － － 

負債性資本調達手段等 － － 

払戻積立金超過額及び負債性資本調

達手段等のうち、マージンに算入され

ない額 

－ － 

控除項目 － － 

その他 － － 

(Ｂ） 単体リスクの合計額 

65)43()21( 22 RRRRRR +++++
161,550 180,844 

一般保険リスク   (R1) － － 

第三分野保険の保険リスク(R2) － － 

予定利率リスク   (R3） － － 

資産運用リスク   (R4) 7,482 7,198 

経営管理リスク   (R5) 3,167 3,545 

巨大災害リスク   (R6) 150,900 170,100 

(Ｃ） 
単体ソルベンシー・マージン比率 

〔(A)/｛(B)×1/2｝〕×100 
379.6% 252.3% 

（注） 「単体ソルベンシー・マージン比率」とは、保険業法施行規則第 86条（単体ソルベンシー・

マージン）及び第 87条（単体リスク）並びに平成 8年大蔵省告示第 50 号の規定に基づいて算出

された比率です。 

＜単体ソルベンシー・マージン比率＞ 

損害保険会社は、保険事故発生の際の保険金支払や積立型保険の満期返戻金支払等に備えて準備金を

積み立てておりますが、巨大災害の発生や、損害保険会社が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の

予測を超える危険が発生した場合でも、十分な支払能力を保持しておく必要があります。 

この「通常の予測を超える危険」を示す｢単体リスクの合計額｣(上表の(Ｂ))に対する「損害保険会社

が保有している資本金・準備金等の支払余力」(すなわち単体ソルベンシー･マージン総額：上表の(Ａ))

の割合を示す指標として、保険業法等に基づき計算されたものが、「単体ソルベンシー・マージン比率」

(上表の(Ｃ))です。 
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「通常の予測を超える危険」とは、次に示す各種の危険の総額であります。 

①保険引受上の危険 

（一般保険リスク） 

（第三分野保険の保険リスク） 

：保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生

し得る危険（巨大災害に係る危険を除く。） 

②予定利率上の危険

（予定利率リスク） 

：積立型保険について実際の運用利回りが保険料算出時に予

定した利回りを下回ることにより発生し得る危険 

③資産運用上の危険

（資産運用リスク） 

：保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変

動することにより発生し得る危険等 

④経営管理上の危険

（経営管理リスク） 

：業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①

～③及び⑤以外のもの 

⑤巨大災害に係る危険

（巨大災害リスク） 

：通常の予測を超える巨大災害(関東大震災や伊勢湾台風相

当)により発生し得る危険 

「損害保険会社が保有している資本金・準備金等の支払余力」（単体ソルベンシー・マージン総額）と

は、損害保険会社の純資産（社外流出予定額等を除く）、諸準備金（価格変動準備金・異常危険準備金等）、

土地の含み益の一部等の総額であります。 

ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に、経営の健全性を判断するため

に活用する客観的な指標のひとつでありますが、その数値が２００％以上であれば「保険金等の支払能

力の充実の状況が適当である」とされております。 

◎ 当社は、「地震保険に関する法律」に基づき政府と地震保険再保険契約を締結しており、かつ同法に、

政府は保険金支払のための資金のあっせん・融通に努める旨定めているなど特別の事業形態となって

いることから、保険業法第 132 条第 2 項に規定する区分等を定める命令第 3 条第 4 項（注）により、

当社のソルベンシー・マージン比率の数値は、上記水準の如何にかかわらず、行政当局が行う改善命

令等の発動基準の数値としては使用しないことになっています。

(注) 条文は、次のとおりです。 

「保険会社が地震保険に関する法律（昭和 41年法律第 73 号）第 3 条第 1 項（政府の再保険）に規

定する再保険契約を政府との間で締結している場合には、当該保険会社について、当該保険会社が

該当する前条第 1項の表の区分に応じた命令は、同表の非対象区分に掲げる命令とする。」 
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